
私立専修学校及び各種学校施設の災害復旧事業の概要
１． 概 要
     「東日本大震災」により被災した、私立専修・各種学校における校舎等施設の復旧に要する工事費等に対して、国がその１／２を補助する。【予算補助】
２． 補助対象校
学校法人立又は準学校法人立の専修学校及び各種学校（各種学校は外国人学校を対象）

３． 補助率
    復旧等に必要な工事費等の１／２
４． 補助対象

【内容】 自己所有のものに限る。
▸ 校舎等建物の新築・補修復旧費、建物敷地、運動場などの土地の復旧費
▸ 塀、電灯、自転車置き場などの建物以外の構造物の新築・補修復旧費
▸ 教材、教具、机、椅子などの設備の修理・新規購入費（消耗品を除く）
【補助要件】 以下の要件①及び②のいずれの基準も満たす場合に補助事業の対象となる。

＜要件①＞　復旧費の合計（Ａ）が以下の金額以上のもの
　　　　・専修学校専門課程、一般課程・・・・・・・・・・・・　２４０万円以上
　　　　・専修学校高等課程・・・・・・・・・・・・・・・・・　２１０万円以上

　　　　・各種学校（外国人学校）高等学校相当・・・・・・・・　２１０万円以上

　　　　・各種学校（外国人学校）中学校及び小学校相当・・・・　１５０万円以上

　　　　・各種学校（外国人学校）幼稚園相当・・・・・・・・・　　６０万円以上

　 　▼ 復旧費合計（Ａ）の算出方法


〔建　物〕　当該学校の使用に供されている建物
　　　　　　　　　　　 ※ 校舎、屋内運動場、寄宿舎 等

（建物に附属する電灯、電力、ガス、給排水等の附帯設備を含む）
　　　　〔工作物〕　土地に固着している建物以外の工作物
　　　　　　　　　　 　※ 塀や柵、自転車置き場、バックネット 等
　　　　〔土　地〕　当該学校の用に供する土地
　　　　　　　　　　　 ※ 学校敷地、屋外運動場、実習地等の校地及び校地造成施設
（校地造成施設とは、排水溝、側溝、テニスコート等のコート類等をいう）

　　　　〔設　備〕　教材、教具、机、椅子、機械、器具、図書等の備品（消耗品を除く）

　　　　　　　　　　　 ※ 詳細は次ページの「復旧費等に関する注意事項」及び「【別添１】実施要領」を参照
                       ※ 建物の工事を伴わない設備復旧費のみの申請も可（要件を満たしている場合）
＜要件②＞ 生徒一人あたりの復旧費が７５０円以上であること。

【考え方】
要件①の復旧費の合計（Ａ）を、被災時点（平成２３年３月１１日）の生徒数（Ｂ）で除した金額が７５０円以上であること。
　　　　　　　　　　　 Ａ

　　　　　　　　　Ｂ



【補助対象金額について】

上記の復旧費とは、文部科学省所定の計算方法（「【別添２】調査要領等」参照）

によるもので、実際に要した工事費が全て補助対象金額となるものではありません。
※ 通常は「実際に要した工事費＞文部科学省所定の計算方法による補助対象金額」となります。
　　　【原形復旧の原則について】
　　　　　災害復旧事業は、あくまでも原形復旧を原則としており、グレードアップ分等は補助

対象となりません。ただし、別敷地への移転や材質の改良等が認められる場合があります。（詳細は「【別添２】調査要領等」第４参照）
【対象となる専修学校設備について】

　　　　（１） 当該学校の設置者の所有に係るもので、教育及び管理運営に直接必要な設備。

　　　　　　　　〔例〕入浴実習・特殊浴システム、アパレルＣＡＤシステム、
実習用ＰＣ、教育用構造実験シュミレーション装置 など

　　　　（２） 当該学校の設置者の所有に係るもので、生徒及び教職員の厚生指導・福利
に必要な設備。
　　　　　　　　〔例〕映写機・運動用具等の厚生補導設備、厨房設備、ウォータークーラー、

ボイラー設備、塵埃消却設備 など

　　　　 設備費の額の算定について 
           ○　 専修学校専門課程及び一般課程の設備の復旧費の算出にあたっては、教育
　　　　　　　との関連、復旧の必要性、使用状況等を総合的に勘案し、合理的な方法で算
定された実被害額とする。

           ○　 専修学校高等課程の設備の復旧の算出にあたっては、高等学校と同レベル
　　　　　　　の算定方法が適用される。
（算定方法の詳細は「【別添１】実施要領」を参照）
【災害復旧事業の摘要除外について】

　　　　　・ 明らかに設計の不備、施行の不良に起因すると認められるもの

　　　　　・ 維持管理義務の著しい怠慢によるもの

　　　　　・ 事前着工を行ったもので、写真等の資料により被害の事実の確認ができないもの

　　　　　・ 災害復旧事業以外の事業の工事施行中のもの

５． 国の現地調査

　　【内 容】
　　　　文部科学省及び財務省各地方財務局が、「【別添２】調査要領等」に基づき、復旧事業の計画内容が東日本大震災（余震含む）による被害であるかどうかを確認するとともに、被災施設の原形及び被災状況を調査するもの。事実上、復旧費の内容を決定する重要な調査。
　　　　→　復旧事業計画書及び必要書類については現在調整中のため、後日改めて連絡。

　　【対 象】
　　　　当該補助金の申請を行う全ての専修学校等。
　　　　→　机上調査の基準拡大等について現在調整中のため、後日改めて連絡。

６． 事前着工について
　　教育活動に支障が生じないよう、速やかに被災施設の安全性を確保するため、国の現地調査を待たず、事前着工を行うことが可能。（「【別添２】調査要領等」 第７参照）
【留意点】
　　   ・ 東日本大震災（余震含む）によって被災した事実を証明する被災後の写真や関係書類等
が必要（設備含む）。そのため、被災直後の被害状況が復旧箇所ごとに分かるような写
真や関係書類等を保存しておくこと。写真は、メジャー等で被害規模がわかるような撮
影方法によること。（「【別添２】調査要領等」 第９ １参照）
　　 　・ 前年度（震災発生日以降の平成23年3月11日～31日）の事前着工であっても可。

　　 　・ 事前着工する場合は、「事前着工届」（別添３）を文部科学省へ提出（都道府県とり
まとめ）すること。提出期限：平成23年5月末日（それ以降のものについては適宜受付）
　　 　・ ただし、工法、被災範囲等について国庫負担することを承認したものではないので注
意すること。
７． 今後の手続きの流れ（補助金の交付まで）
　  ※ 上記「６．」のとおり、必要に応じ、以下「復旧事業計画書」の提出前に着工が可能 
　　  ※ 各手続きの時期については未定（財務省との協議等を踏まえ、今後適宜連絡）
【文部科学省】　 「私立専修学校及び各種学校施設の災害復旧事業の概要」発出（本件）

【都道府県】　「事前着工届」提出（文科省締切：５月末日、それ以降は適宜受付）
【文部科学省】　都道府県を通じ、復旧事業計画書の提出を依頼
【都道府県】　各校からとりまとめた復旧事業計画書を提出

　　　　【文部科学省】　復旧事業計画の事前把握

　　　　【文部科学省】　現地調査・補助金額の査定

　　　　【文部科学省】　調査報告（現地調査終了後、随時）

　　　　【文部科学省】　補助金の交付

平成２３年５月６日
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【本件担当】


文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課


  専修学校教育振興室専修学校第ニ係  松井、清家


  　　　  電話：03-5253-4111（内線2938）


ＦＡＸ: 03-6734-3715


       E-mail: syosensy@mext.go.jp





復旧費等に関する注意事項
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